
（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く経済環境は、円高の進行がありましたが、中国を中心

としたアジア市場の拡大に支えられ、国内市場向け、海外市場向けともに回復傾向で推移しました。先行きについて

は、米国、欧州を中心とした海外景気の下振れ懸念や円高の進行など不透明感が続くものと思われます。 

 このようななか、当社グループは、平成22年３月期から始まった中期経営計画の中間年度である当期を「持続的成

長への基盤作り」と位置付け、今後の成長に向け経営リソースを「エネルギー・環境」事業に重点的に配分するとと

もに、プロダクト分野においては投資に制限を加えながら安定収益の確保に取り組んでおります。また、海外事業に

ついても取り組みを強化しております。 

 当第２四半期連結累計期間の連結業績は次のとおりとなりました。 

 売上高は前年同期に比べ63億円増加の2,975億円となりました。アジア市場の拡大により、コンポーネント品を中

心に半導体部門、器具部門において好調に推移しました。一方、前期の受注減の影響を受けたエネルギーソリューシ

ョン部門、環境ソリューション部門、国内流通市場の投資抑制の影響を受けた自販機部門は苦戦を強いられました。

 損益面では、コンポーネント品の物量増加に加え、前期に実施した事業構造改革の効果により営業損益、経常損益

は前年同期に対し改善しました。また、特別利益において投資有価証券の売却益の計上を行ったことにより、四半期

純損益は大幅に改善し、黒字化を達成しました。 

                                  （単位：億円） 

  

部門別の状況 

≪エネルギーソリューション≫ 売上減、損益悪化 

 当部門の売上高は前年同期比31.7％減の237億円となり、営業損益は前年同期に比べ36億円悪化し、△27億円とな

りました。当部門はプラント事業を中心に売上高および損益面で第４四半期に偏重とならざるを得ない状況にありま

す。 

 売上高は前期の新設プロジェクトの発注延期や凍結による大幅な受注減の影響により前年同期を下回りました。営

業損益は資材コストダウンや経費の削減に努めましたが、売上高の減少影響により前年同期を下回りました。 

 なお、火力発電市場の海外案件を中心に、当第２四半期累計期間における受注高は前年同期を大幅に上回っており

ます。 

≪環境ソリューション≫ 売上減、損益悪化 

 当部門の売上高は前年同期比3.4％減の1,150億円となり、営業損益は前年同期に比べ28億円悪化し、△45億円とな

りました。当部門はプラント事業を中心に売上高および損益面で第４四半期に偏重とならざるを得ない状況にありま

す。 

 産業ソリューション分野は、国内の大型設備投資抑制や海外の大口案件の端境期により売上高、営業損益ともに前

年同期を下回りました。 

 社会ソリューション分野は、売上高は大口案件の減少がありましたが、電源事業の統合効果により、前年同期並み

となりました。営業損益は大口案件の減少により前年同期を下回りました。 

 輸送ソリューション分野は、インバータを主とした搬送システムにおいて中国を中心としたアジア市場の好調業種

の牽引により売上高、営業損益ともに前年同期を上回りました。 

≪半導体≫ 売上大幅増、損益大幅改善（黒字化） 

 当部門の売上高は前年同期比37.0％増の420億円となり、営業損益は前年同期に比べ84億円改善し、18億円となり

ました。 

 半導体分野は、電源分野向けは、需給の逼迫感は一段落しましたが、アジア市場を中心として好調を維持しまし

た。産業分野向けは、中国での各産業に渡る旺盛な設備投資や欧州などの新エネルギー向けの投資により需要環境は

高レベルで推移しました。自動車電装分野向けは、国内市場だけでなく海外市場においても好調に推移しました。こ

れらの結果、売上高、営業損益ともに前年同期を大幅に上回りました。 

 感光体分野は、製品価格の下落や円高の進行影響を受けましたが、売上数量の増加やコストダウンの推進により売

上高、営業損益ともに前年同期並みとなりました。   

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

  

平成22年３月期 

第２四半期 

連結累計期間  

平成23年３月期 

第２四半期 

連結累計期間  

増  減 

 売上高  2,912     2,975   63

 営業損益 △205  △110   95

 経常損益    △238  △167   71

 四半期純損益   △163  17   179
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≪器具≫ 売上大幅増、損益大幅改善（黒字化） 

 当部門の売上高は前年同期比70.0％増の315億円となり、営業損益は前年同期に比べ47億円改善し、10億円となり

ました。 

 国内市場においてはアジア向け外需の主導により、機械メーカー向け需要が大きく拡大しました。海外市場におい

ては高い成長力を持続する中国を中心としたアジア向け需要が大きく拡大しました。この結果、売上高は前年同期を

大幅に上回りました。営業損益は、売上増加に伴う増益効果と前期に実施した構造改革による固定費削減効果によ

り、前年同期に対し大幅に改善し、黒字化を達成しました。 

≪自販機≫ 売上減、損益悪化 

 当部門の売上高は前年同期比9.8％減の398億円となり、営業損益は前年同期に比べ２億円悪化し、△24億円となり

ました。 

 自販機分野は、猛暑の影響により飲料消費量は回復したものの、流通市場の景気低迷の影響により飲料メーカーの

投資回復までは至らず、売上高、営業損益ともに前年同期を下回りました。 

 通貨機器分野は、一部顧客の追加投資により自動つり銭機の販売量が増加し、売上高、営業損益ともに前年同期を

上回りました。 

≪ディスク媒体≫ 売上増、損益大幅改善 

 当部門の売上高は前年同期比24.0％増の198億円となり、営業損益は前年同期に比べ44億円改善し、△23億円とな

りました。 

 ＨＤＤ市場は第１四半期は回復基調となったものの、第２四半期以降在庫調整局面となり当部門も第２四半期以降

は低調に推移しました。売上高は顧客の在庫調整影響を受けたものの、第２四半期累計では前年同期を上回り、営業

損益は総経費の圧縮、コストダウンなど構造改革の効果により、前年同期に対し大幅に改善しました。 

≪その他≫ 売上増、損益悪化 

 当部門の売上高は前年同期比0.8％増の514億円となり、営業損益は前年同期に比べ９億円悪化し、△４億円となり

ました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 
 当第２四半期末の総資産は7,806億円となり、前期末に比べ1,283億円減少しました。流動資産は現金及び預金が増

加した一方、売上債権の減少などを主因として107億円減少しました。固定資産は主に投資有価証券の売却に伴い、

1,175億円減少しました。 

 金融債務残高は短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの減少や社債の償還を主因として減少し、当第２四半期末

では2,836億円となり、前期末に比べ761億円の減少となりました。なお、金融債務残高から現金及び現金同等物を控

除したネット金融債務残高は、当第２四半期末では2,139億円となり、前期末に比べ1,086億円の減少となっておりま

す。 

 純資産は主としてその他有価証券評価差額金が減少し、当第２四半期末では1,662億円となり、前期末に比べ300億

円の減少となりました。なお、純資産合計から少数株主持分を控除した自己資本は前期末に比べ301億円の減少とな

り、1,487億円となりました。Ｄ/Ｅレシオは前期末に比べ0.1ポイント減少し1.9倍となりました。なお、ネットＤ/

Ｅレシオ（「ネット金融債務残高」÷「自己資本」）は前期末に比べ0.4ポイント減少の1.4倍となっております。 
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（単位：億円） 

  

 当第２四半期（６ヶ月）における連結ベースのフリー・キャッシュ・フロー（「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」＋「投資活動によるキャッシュ・フロー」）は、1,108億円の資金の増加（前年同期は7億円の増加）となり、前

年同期に対して1,101億円の好転となりました。 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

 営業活動による資金の増加は241億円（前年同期は28億円の減少）となりました。これは、たな卸資産が増加した

一方で、売上債権の回収促進をしたことなどが主な要因です。 

 前年同期に対しては、269億円の好転となりました。 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

 投資活動による資金の増加は867億円（前年同期は36億円の増加）となりました。これは、投資有価証券の売却を

主因とするものです。 

 前年同期に対しては、831億円の好転となりました。 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

 財務活動による資金の減少は784億円（前年同期は471億円の減少）となりました。これは主として、短期借入金及

びコマーシャル・ペーパーの減少や社債の償還によるものです。 

 これらの結果、当第２四半期における連結ベースの現金及び現金同等物は、平成22年3月期末残高に対して324億円

増加し、697億円となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 第２四半期連結累計期間の連結業績の動向等を踏まえ、部門別には次頁のとおり差異がありますが、平成22年７月

30日の決算発表時に公表した平成23年３月期通期の連結業績予想は見直しておりません。 

 なお、第３四半期以降の為替レートは、85円/ドル、105円/ユーロを前提としています。 

  

（通期）                   （単位：億円） 

  

  
平成22年３月期 

第２四半期 

平成23年３月期 

第２四半期 
増 減 

 営業活動によるキャッシュ・フロー   △28   241   269

 投資活動によるキャッシュ・フロー   36   867   831

 フリー・キャッシュ・フロー   7   1,108   1,101

 財務活動によるキャッシュ・フロー   △471   △784   △313

 現金及び現金同等物の四半期末残高   387   697   310

  前回発表  今回発表 増  減 

 売上高  7,200 7,200 0

 営業損益  160  160 0

 経常損益    135  135   0

 当期純損益   260  260   0
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（参考：部門別）                                   （単位：億円） 

  

部門別売上高では、ディスク媒体部門での第２四半期以降の在庫調整の影響や半導体部門での為替の円高影響によ

り前回発表値を下回りますが、アジア向け需要の拡大を主体とした環境ソリューション部門、器具部門に加え、自販

機部門において前回発表値を上回る見通しです。結果として、全体では前回発表値どおりとなる見通しです。 

部門別営業損益は、ディスク媒体部門において売上高の減少影響により前回発表値を下回りますが、エネルギーソ

リューション、環境ソリューション、半導体、器具、自販機の各部門において売上高の増加等により前回発表値を上

回る見通しです。結果として、全体では前回発表値どおりとなる見通しです。 

 
売上高 営業損益  

前回発表 今回発表 増減  前回発表 今回発表 増減  

 エネルギーソリューション   730   715   △15   10   20   10

 環境ソリューション     3,000   3,020   20   85   105   20

 半導体   880   865   △15   60   65   5

 器具   580   625   45   10   25   15

 自販機  815  880  65  10  15  5

 ディスク媒体  550  445  △105  10  △45  △55

 その他  1,225  1,170  △55  20  15  △5

 消去または全社  △580  △520  60  △45  △40  5

 合計  7,200  7,200  0  160  160  0
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（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

 固定資産の減価償却費の算定方法は、年度予算に基づく年間償却予定額を期間按分する方法としております。 

②特有の会計処理 

 税金費用については、当四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、見積実

効税率が使用できない一部の連結会社については法定実効税率を使用する方法によっております。また、法人税等

調整額は法人税等に含めて表示しております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

・会計処理基準に関する事項の変更 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失はそれぞれ43百万円増加し、税金等調整前四半期

純利益は2,314百万円減少しております。 

  

②企業結合に関する会計基準等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基

準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月

26日）を適用しております。 

  

２．その他の情報
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